
 

２０２５年度 横浜市立大学  国際商学部  

特別選抜入学試験 

【海外帰国生／国際バカロレア／科学オリンピック／外国人留学生／社会人】 

総 合 問 題 

 

【注意事項】 

１．試験時間は９０分である。 

２．試験開始の合図まで，この問題冊子を開いてはいけない。ただし，表紙はあらか

じめよく読んでおくこと。 

３．問題の印刷は１ページから５ページまである。 

４．解答用紙は２枚である。 

５．試験開始後，すべての解答用紙に受験番号と氏名を所定の欄に記入すること。 

６．問題冊子に落丁，乱丁，印刷不鮮明な箇所等があった場合および解答用紙が不足

している場合は，手をあげて監督者に申し出ること。 

７．解答は必ず解答用紙の指定された箇所に記入すること。解答用紙の裏面に記入し

てはいけない。 

８．問題番号に対応した解答用紙に解答していない場合は，採点されない場合もある

ので注意すること。 

９．解答する字数に指定がある場合は，句読点も１字として数えること。英数字を記

入する場合は，１字分のマス目に２文字まで記入してよい。 

10．問題冊子の中の白紙部分は下書き等に使用してよい。 

11．解答用紙を切り離したり，持ち帰ってはいけない。 

12．試験終了まで退室を認めない。試験中の気分不快やトイレ等，やむを得ない場合

には，手をあげて監督者を呼び，指示に従うこと。 

13．試験終了後は問題冊子を持ち帰ること。 
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〔Ⅰ〕次の文章を読んで，以下の設問に答えなさい。 

 

上場企業の業績は 3 期連続で過去最高益を更新する見通しで, 日経平均株価もバブル最高値を

上回り 4 万円台を記録した。法人企業統計調査によれば, 日本の大企業（資本金 10 億円以上）の

売上高経常利益率は, 2008 年のリーマン・ショック後の 4％台から 9％台へと大きく改善してき

た。 

 だがその「好業績」にはまやかしの部分があるように思われる。未来のための成長投資を避け, 

また人件費をケズって上げた好業績の部分があるのだ。この 20年間, 日本の大企業では設備投資, 

人件費, 配当のバランスが崩れてきている。その一方で, 株主還元（配当や自社株買い）だけは

急増させてきた。結果として株価が好調だからといって, 日本企業の未来をただ明るく見られる

ものだろうか。 

 まず配当が設備投資を上回るようになった。バブル崩壊直後の 1992 年度には日本の大企業の

配当は設備投資の 1 割ほどだった。だが 00 年代に入ったころから設備投資は低迷し, 配当だけが

増え続ける。それが 20 年以上も続き, 21 年度に初めて設備投資と配当が逆転した。さらに 22 年

度には配当が設備投資を 1 割以上も上回るまでになった。これでは成長はできないだろう。 

 投資抑制は設備投資だけで起きているのではない。海外展開投資も人材育成投資も研究開発投

資も, かなりの抑制がこの 20 年間続いてきている。 

 加えて人件費と配当のバランスも日本の大企業では大きく崩れてきた。00 年代以降, 配当が増

え続ける一方で, 1 人あたり実質人件費はほぼ横ばいだった。その結果が大企業での配当人件費比

率の急上昇だ。01 年度ごろまでは, 大企業の配当は人件費の 6％前後で極めて安定していた。だ

がその後, 急に眠りから目覚めたように上昇へと動き出す。そしてとうとう 22 年度の配当人件費

比率は 47％にもなっている。 

 ただし, これは大企業の姿であり, 日本のチュウケン・中小企業（資本金 10 億円未満）ではそ

んな配当偏重の姿は見られない。中小企業の経営の姿の方が自然に見えるし, けなげな経営に見

える。大半が上場企業である日本の大企業は, 株式市場の圧力をそれほど大きく感じているとい

うことだろうか。 

 つまり日本の大企業は働く人に賃金を十分に払ってこなかった。確かに利益の数字は大きくな

るだろう。加えて投資を抑制しているので, 有形固定資産額は減り気味になり, 結果として毎年

の減価償却費が小さくなる。その分だけ経常利益率は改善する。これも実力以上の利益向上に見

える。 

 こうした成長投資と人件費の 2 つの抑制の背後に, 日本の大企業経営の原理の漂流があったと

いうのが筆者のカンサツだ。ヒトを中心にした経営, 従業員主権ともいうべき経営姿勢を掲げて

成長してきた日本の大企業が, 株主主権の経営, 株主還元だけを偏重する経営をするようになっ

た。 

 その原理の漂流は, 00 年代に入り始まった。 

(A) 

(B) 

(C) 
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 00 年夏, 首相の諮問機関である産業新生会議で, 経営者たちがコーポレートガバナンス（企業

統治）の改革を訴えた。91 年, バブル崩壊とほぼ時を同じくしてソ連が崩壊して米国型資本主義

が勝利したのだから, 日本企業も米国型の株主重視経営に移るべきだというのだ。その後, メデ

ィアでも類似の大合唱が起きる。 

 そして 03 年の商法大改正（委員会等設置会社の制度化など）, 14 年からの官主導のコーポレ

ートガバナンス改革と, 米国型資本主義への流れは続いた。 

 しかし株式市場は昔も今も, 株主からの資金調達の場ではなく, 株主への資金還元の圧力の場

となっている。過去 20 年の東京証券取引所全体の株式資金調達額（増資額）は年平均で 2 兆円

程度という小ささだ。重要な資金源でもないのに, なぜか株式市場からの圧力を大いに気にして

いる。その背後には「会社は株主のものだ」という株式会社の建前, メディアの圧力, 米国から

の圧力があったように思われる。 

 こうした漂流の結果, 日本の大企業の労働分配率（企業の付加価値からの人件費分配の比率）

は, 22 年には 50.3％で史上最低となり, 逆に株主分配率（付加価値からの配当の比率）は 23.5％

と史上最高を記録した。12 年には労働分配率は 59.5％, 株主分配率は 12.6％だったから, この

10 年間で労働分配率は 9 ポイント下がり, 株主分配率は 11 ポイント上昇したのである。 

 このような付加価値の分配で, 企業という経済組織体が長期的に成長できるだろうか。その組

織体には, カネも大切だがヒトはもっと大切なのである。企業の競争力の源泉は働く人々の知恵

とエネルギーだ。株主偏重ではなく, 従業員主権経営, 従業員への分配をもっと重視すべきだ。 

 成長投資抑制と人件費抑制は, 人材育成にとって負のサイクルをもたらす。成長投資を実行す

る現場が, 仕事の場であり人が鍛えられる場でもあるからだ。その場を小さくすれば, 現場でヒ

トが育つ程度が抑制される。加えて人件費抑制は, 現場の人々が「自ら育とう」とするインセン

ティブ（誘因）を小さくさせるだろう。 

 こうして成長投資と人件費の２つの抑制から現場で人が育ちにくくなると, 次に投資拡大をし

ようとしても人材が足らないということになる。その結果, 投資が十分にできなくなり, それで

ますます人が育たなくなる。さらに投資不足で利益が期待するほど伸ばせないから, 人件費を増

やすのをためらう。完全に負のスパイラルである。 

 日本企業は成長投資の拡大と, 人を育てる, 働く人々に報いるという方向に, 大きくかじを切

るべきだ。そのための資金的余力は, 配当の抑制であれ, 積み上がっている内部留保の活用であ

れ, 多くの日本の大企業が十分に持っている。 

 仮に 12 年から 22 年への大企業の配当増加分 14.1 兆円の 3 分の 1 ずつを, 22 年の設備投資, 人

件費にそれぞれ配分したとすると, 22 年に 22 兆円だった設備投資は 26.7 兆円に増える計算とな

る。バブル崩壊直後の設備投資に近くなり, 配当と設備投資の逆転も起きない。そして人件費増

で労働分配率は 54.8％に上昇する。これは 80 年代前半の安定成長期の平均的水準だ。一方, 配

当は減り株主分配率は 14.5％に低下するが, それでも 14 年以前のどの年よりも相当高いレベル

だ。 

(D) 

(E) 
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 成長投資への基礎ポテンシャルとして, 日本にはまだ大きなものが残っている。それは例えば

一配慮・一手間を惜しまない国民の質の高さであり, 高品質の製品・サービスを低価格で提供で

きる企業の能力の高さだ。だから, 欧米からも多くのインバウンド（訪日外国人）観光客が日本

のよさを楽しみに来る。その日本のよさは, 輸出や海外投資による海外展開の大きな基盤になる

はずだ。 

 こうしたポテンシャルを日本がうまく使えるかどうか。日本企業の経営にすべてがかかってい

る。 

 

（出典：伊丹敬之「好調・日本企業, 今後の戦略（上） 人件費と設備投資 増やす時」, 『日

本経済新聞』朝刊,  2024 年 4 月 1 日。なお,  出題の都合上,  原文を一部改変した。） 

 

 

 

 

（１） 下線部（A）～（C）のカタカナを漢字に直しなさい。下線部（D），（E）の漢字の読みを

カタカナで書きなさい。 

 

（２） 二重下線部について，本文に即して 150 字以内で説明しなさい。 

 

（３） 日本企業は人件費と設備投資を増やす時であると主張する筆者の意見を本文に即してま

とめたうえで，筆者の意見に対するあなたの考えを 400 字以内で述べなさい。 
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〔Ⅱ〕以下の設問に答えなさい。 

 

（１） 図 1 は，産業別の勤続年数と月額給与の平均を，男女別に作成した散布図である。 

 

 

図１ 産業別常用労働者の勤続年数及びきまって支給する現金給与額（2022 年） 

 

（出典 総務省統計局『第七十三回日本統計年鑑 令和 6 年』より一部抜粋） 

 

 

(ア) 図 1 に関する以下の説明の空欄     a     ～     e     を埋めなさい。数字は，

小数点以下がある場合は第 2 位を四捨五入して答えなさい。  

男女とも，最も勤続年数が長い産業は  a  であり，最も給与水準が低い

のは    b   である。男性で最も給与が高いのは金融・保険で、女性との間に

約   c   倍の差があり，勤続年数も男性の方が約  d  年長い。勤続年

数が長いほど給与水準も高くなる傾向が，よりみられるのは，男性と女性の

うち，  e  である。 

 

(イ) 図 1 をもとに，勤続年数と月額給与との関係について，男女を比較し，150 字

以内で考察しなさい。  
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（２） 表 1 は，政令指定都市の所得について，県民所得（市全体の所得総額），１人当たり県

民所得と人口を調査した結果である。 

 

表 1 政令指定都市の県民所得・１人当たり県民所得・人口（2020 年度） 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（出典 内閣府『県民経済計算(平成 23 年度～令和 2 年度)』より一部抜粋） 

 

(ア) 表 1 に関する以下の説明の空欄     f     ～     j     を埋めなさい。数字は，

小数点以下がある場合は第 2 位を四捨五入して答えなさい。 

16 の政令指定都市のうち，県民所得が最も多いのは横浜市で，第 2 位は  f  市

の 10.3 兆円である。人口が最も少ないのは  g  市である。1 人当たり県民所

得は，県民所得（市全体の所得総額）を人口で割って計算される。例えば，札幌

市の 1 人当たり県民所得は  h  万円である。横浜市の県民所得は 12.6 兆円で

あり，川崎市よりも  i  兆円多い。しかし一人当たり県民所得を比べると，横

浜市は  j  万円であり，川崎市よりも少ない。 

 

(イ) 表 1 をもとに，横浜市の一人当たり県民所得が川崎市より少ないことについて，

気づいたことを 100 字以内で書きなさい。 

単位 兆円 万円 万人

項目 県民所得
１人当たり
県民所得

人口

札幌市 5.4 h 199.8

仙台市 3.4 304.9 111.5

千葉市 3.0 304.6 98.5

横浜市 12.6 j 380.0

川崎市 5.5 353.1 155.8

新潟市 2.3 288.2 79.8

浜松市 2.4 293.6 81.7

名古屋市 8.7 370.9 234.6

京都市 4.2 281.5 149.2

大阪市 10.3 373.6 275.7

堺市 2.7 320.6 84.2

神戸市 4.5 293.5 153.3

岡山市 2.3 309.3 74.4

広島市 3.8 315.1 120.6

北九州市 2.5 257.5 97.1

福岡市 4.9 298.5 164.2


